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このミニディスクロージャー誌は、「信用組合における半期決算及び半期開示に関する申

し合わせ」(平成 23 年 2 月 4 日付)に基づく当事業年度の 4 月 1 日から 9 月 30 日までの

期間(年度上期)を対象とした当組合の中間的な情報開示であり、半期決算等の内容を明らか

にするものとして作成しています。 

なお、各開示項目は、以下のページに掲載しています。 

 (※各開示項目は、単位未満を切り捨てて記載しています。) 
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皆様には、平素より格別のお引き立てを賜り心より厚く御礼申し上げます。 

このたび、当組合の平成 27 年度上半期の経営情報を取りまとめましたので、ご理解を深めていただく

ための資料として、ご高覧賜りたいと存じます。 

今後とも当組合では、皆様により充実した金融サービスを提供できますよう、これまで以上に経営の健

全性と強固な経営基盤づくりに努めてまいりますので、なお一層のご支援とご協力を賜りますようお願い

申し上げます。 

山形県医師信用組合 

理事長 德永 正靱

【最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る経営指標等の推移】 

◆業務粗利益          （単位：千円）

項項 目 平成26年9月期 平成27年9月期

 資金運用収益 58,139 57,073

資金調達費用 8,827 8,885

資金運用収支 49,312 48,188

 役務取引等収益 23 21

役務取引等費用 2,236 2,294

役務取引等収支 △2,213 △2,272

 その他業務収益 10,027 12,008

その他業務費用 - -

その他業務収支 10,027 12,008

業 務 粗 利 益 57,126 57,924

業務粗利益率 1.16% 1.16%

（注）業務粗利益率＝業務粗利益×2÷資金運用勘定計平均残高×100

◆業務純益         （単位：千円）

項 目 平成26年9月期 平成27年9月期

業 務 純 益 26,681 30,111 

（単位：千円）

区区 分分 平平成成2255年年99月月期期 平平成成2266年年99月月期期 平平成成2277年年99月月期期 平平成成2255年年度度 平平成成2266年年度度

経  常  収  益 74,702 68,190 69,406 146,055  141,910 

経  常  利  益 36,476 26,595 30,240 60,788  55,407 

当 期 純 利 益 23,603 25,883 21,535 32,042  38,872 

預 金 積 金 残 高 8,481,838 9,108,026 9,194,544 8,811,967  9,018,993 

貸 出 金 残 高 2338,225 2,804,501 3,035,901 2,734,571  3,131,798 

有 価 証 券 残 高 5,162,537 5,550,939 5,377,755 5,191,884  5,293,985 

総  資  産  額 9,468,779 10,227,135 10,394,295 9,858,050  10,216,984 

純  資  産  額 922,873 1,024,044 1,081,168 958,412  1,073,155 

自 己 資 本 比 率 23.11 ％ 21.05 ％ 19.92 ％ 21.56 ％ 19.50 ％

出  資  総  額 79,980 83,620 84,440 82,130  84,890 

出 資 総 口 数 7,998 口 8,362 口 8,444 口 8,213 口 8,489 口

出資に対する配当金 ― ― ― 3,146  3,301 

組 合 員 数 726 782 823 758 814

職   員   数 3 人 3 人 3 人 3 人 3 人

■ご 挨 拶 

■主要な経営指標等の推移 

■損益の状況・経営諸比率等 
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◆資金運用勘定・調達勘定の平均残高等 

（単位：平均残高・百万円、利息・千円、利回・％） 

項項 目
平成26年9月期 平成27年9月期

平均残 高 利 息 利回 平均残 高 利 息 利回 

資金運用勘定 9,772 58,139 1.18 9,985 57,073 1.14

貸 出 金 2,770 18,681 1.34 3,117 20,922 1.34

預 け 金 1,803 3,879 0.43 1,631 1,865 0.22

有価証券 5,188 35,178 1.35 5,227 33,886 1.29

資金調達勘定 8,937 8,827 0.19 9,109 8,885 0.19

預金積金 8,937 8,827 0.19 9,109 8,885 0.19

◆受取利息及び支払利息の増減 

（単位：千円）

項 目 平成26年9月期 平成27年9月期

受取利息の増減 748 △1,066 

支払利息の増減 822 58 

◆役務取引の状況

（単位：千円）

項 目 平成26年9月期 平成27年9月期

役務取引等収益 23 21 

 受入為替手数料 - - 

その他の受入手数料 23 21 

その他の役務取引等収益 - - 

役務取引等費用 2,236 2,294 

 支払為替手数料 270 275 

その他の支払手数料 2 2 

その他の役務取引等費用 1,964 2,016 

◆その他業務損益の内訳

（単位：千円）

項 目 平成26年9月期 平成27年9月期

その他業務収益 10,027 12,008 

 国債等債券売却益 10,027 11,991 

国債等債券償還益 - 16 

その他の業務収益 - - 

その他業務費用 - - 

 国債等債券売却損 - - 

国債等債券償還損 - - 

その他の業務費用 - - 

◆経費の内訳

（単位：千円）

項 目 平成26年9月期 平成27年9月期

人 件 費 12,726 13,014 

報酬給料手当 10,411 10,688 

退職給付費用 613 629 

その他 1,702 1,696 

物 件 費 17,433 14,753 

事務費 6,857 7,364 

固定資産費 2,070 1,757 

事業費 1,361 1,562 

人事厚生費 160 82 

減価償却費 108 286 

その他 6,874 3,701 

税 金 109 85 

経 費 合 計 30,269 27,853 

◆預貸率及び預証率 

   （単位：％） 

（注１）預貸率＝貸出金÷（預金積金＋譲渡性預金）×100 

（注２）預証率＝有価証券÷（預金積金＋譲渡性預金）×100

◆総資金利鞘等 
（単位：％）

（注１）資金運用利回＝資金運用収益×2÷資金運用勘定計平均残高×100 

（注２）資金調達原価率＝（資金調達費用＋経費）×2÷資金調達勘定計平均

残高×100 

項 目 平成26年9月期 平成27年9月期

預貸率 期 末 30.79 33.01 

期中平均 30.99 34.22 

預証率 期 末 60.94 58.48 

期中平均 58.04 57.37 

項 目 平成26年9月期 平成27年9月期

資 金 運 用 利 回 (A) 1.18 1.14 

資金調達原価率(B) 0.87 0.80 

総資金利鞘(A)-(B) 0.31 0.34 
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◆貸借対照表 

（単位：千円） 

科科 目
金 額

科 目
金 額

平成26年9月期 平成27年9月期 平成26年9月期 平成27年9月期

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現     金 992  3,314 預 金 積 金 9,108,026 9,194,544

預  け  金 1,848,961 1,946,683 当 座 預 金 ̶ ̶
買 入 手 形 ̶ ̶ 普 通 預 金 204,881 198,836

コ ー ル ロ ー ン ̶ ̶ 貯 蓄 預 金 ̶ ̶
買 現 先 勘 定 ̶ ̶ 通 知 預 金 ̶ ̶
債券貸借取引支払保証金 ̶ ̶ 定 期 預 金 8,061,877  8,500,971

買 入 金 銭 債 権 ̶ ̶ 定 期 積 金 841,236 494,695

金 銭 の 信 託 ̶ ̶ 2423金預の他のそ

商 品 有 価 証 券 ̶ ̶ 譲 渡 性 預 金 ̶ ̶
商 品 国 債 ̶ ̶ 借 用 金 ̶ ̶
商 品 地 方 債 ̶ ̶ 借 入 金 ̶ ̶
商 品 政 府 保 証 債 ̶ ̶ 当 座 借 越 ̶ ̶
その他の商品有価証券 ̶ ̶ 再 割 引 手 形 ̶ ̶

有 価 証 券 5,550,939 5,377,755 売 渡 手 形 ̶ ̶
国 債 763,410 684,080 コ ー ル マ ネ ー ̶ ̶
地 方 債 1,349,031 1,446,320 売 現 先 勘 定 ̶ ̶
短 期 社 債 ̶ ̶ 債券貸借取引受入担保金 ̶ ̶
社 債 3,036,362 3,245,383 コマーシャル・ペーパー ̶ ̶
株 式 2,135 1,971 外 国 為 替 ̶ ̶
そ の 他 の 証 券 400,000 ̶ 外 国 他 店 預 り ̶ ̶

貸 出 金 2,804,501 3,035,901 外 国 他 店 借 ̶ ̶
割 引 手 形 ̶ ̶ 売 渡 外 国 為 替 ̶ ̶
手 形 貸 付 28,000 18,000 未 払 外 国 為 替 ̶ ̶
証 書 貸 付 2,776,501 3,017,901 そ の 他 負 債 19,436 37,077 

当 座 貸 越 ̶ ̶ 未 決 済 為 替 借 ̶ ̶
外 国 為 替 ̶ ̶ 未 払 費 用 13,878 12,998 

外 国 他 店 預 け ̶ ̶ 給 付 補 填 備 金 2,868 508 

外 国 他 店 貸 ̶ ̶ 未 払 法 人 税 等 ̶ 10,002 

買 入 外 国 為 替 ̶ ̶ 前 受 収 益 2,048 2,166 

取 立 外 国 為 替 ̶ ̶ 払 戻 未 済 金 ̶ ̶
そ の 他 資 産 30,267 37,851 職 員 預 り 金 ̶ ̶

未 決 済 為 替 貸 ̶ ̶ 先物取引受入証拠金 ̶ ̶
全 信 組 連 出 資 金 10,000  10,000 先 物 取 引 差 金 勘 定 ̶ ̶
前 払 費 用 794 77 借 入 商 品 債 券 ̶ ̶
未 収 収 益 19,067 16,587 借 入 有 価 証 券 ̶ ̶
先物取引差入証拠金 ̶ ̶ 売 付 商 品 債 券 ̶ ̶
先 物 取 引 差 金 勘 定 ̶ ̶ 売 付 債 券 ̶ ̶
保 管 有 価 証 券 等 ̶ ̶ 金 融 派 生 商 品 ̶ ̶
金 融 派 生 商 品 ̶ ̶ 金融商品等受入担保金 ̶ ̶
金融商品等差入担保金 ̶ ̶ リ ー ス 債 務 ̶ ̶
リ ー ス 投 資 資 産 ̶ ̶ 資 産 除 去 債 務 ̶ ̶
そ の 他 の 資 産 406 11,186 そ の 他 の 負 債 640 11,402 

有 形 固 定 資 産 589 2,761 賞 与 引 当 金 1,048 1,150 

建 物 434 387 役 員 賞 与 引 当 金 ̶ ̶
土 地 ̶ ̶ 退 職 給 付 引 当 金 4,837 5,898 

リ ー ス 資 産 ̶ ̶ 役員退職慰労引当金 4,180 4,850 

建 設 仮 勘 定 ̶ ̶ 特 別 法 上 の 引 当 金 ̶ ̶
その他の有形固定資産 155 2,373 金融商品取引責任準備金 ̶ ̶

無 形 固 定 資 産 134 134 繰 延 税 金 負 債 65,562 69,604 

ソ フ ト ウ ェ ア 00 再評価に係る繰延税金負債 ̶ ̶
の れ ん ̶ ̶ 債 務 保 証 ̶ ̶
リ ー ス 資 産 ̶ ̶ 負 債 の 部 合 計 9,203,091 9,313,126

その他の無形固定資産 134  134 （ 純 資 産 の 部 ）

前 払 年 金 費 用 ̶ ̶ 出 資 金 83,620 85,800 

繰 延 税 金 資 産 ̶ ̶ 普 通 出 資 金 83,620 85,800

再評価に係る繰延税金資産 ̶ ̶ 優 先 出 資 金 ̶ ̶
債 務 保 証 見 返 ̶ ̶ 優先出資申込証拠金 ̶ ̶
貸 倒 引 当 金 △9,251 △10,106 資 本 剰 余 金 ̶ ̶
（うち個別貸倒引当金） ̶ ̶ 資 本 準 備 金 ̶ ̶

金余剰本資他のそ ̶ ̶
利 益 剰 余 金 755,813 787,034 

利 益 準 備 金 80,774 84,661 

そ の 他 利 益 剰 余 金 675,038 702,373 

特 別 積 立 金 638,159 670,159 

（うち目的積立金） ̶ ̶
当 期 未 処 分 剰 余 金 36,879 32,214 

自 己 優 先 出 資 ̶ ̶
自己優先出資申込証拠金 ̶ ̶
組 合 員 勘 定 合 計 839,433 872,834 

その他有価証券評価差額金 184,611 208,333 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ̶ ̶
土 地 再 評 価 差 額 金 ̶ ̶
評価・換算差額等合計 184,611 208,333

純 資 産 の 部 合 計 1,024,044 1,081,168

資 産 の 部 合 計 10,227,135 10,394,295 負債及び純資産の部合計 1,0227,135 10,394,295
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◆損益計算書 

（単位：千円）

科科 目 平成26年9月期 平成27年9月期 科 目 平成26年9月期 平成27年9月期

経 常 収 益 68,190 69,406 そ の 他 業 務 費 用 ̶ ̶

資 金 運 用 収 益 58,139 57,073 外 国 為 替 売 買 損 ̶ ̶

貸 出 金 利 息 18,681 20,922 商 品 有 価 証 券 売 買 損 ̶ ̶

預 け 金 利 息 3,879 1,865 国 債 等 債 券 売 却 損 ̶ ̶

買 入 手 形 利 息 ̶ ̶ 国 債 等 債 券 償 還 損 ̶ ̶

コールローン利息 ̶ ̶ 国 債 等 債 券 償 却 ̶ ̶

買 現 先 利 息 ̶ ̶ 金 融 派 生 商 品 費 用 ̶ ̶

債券貸借取引受入利息 ̶ ̶ そ の 他 の 業 務 費 用 ̶ ̶

有価証券利息配当金 35,178 33,886 経 費 30,269 27,853

金利スワップ受入利息 ̶ ̶ 人 件 費 12,726 13,014 

その他の受入利息 400  400 物 件 費 17,433 14,753 

役 務 取 引 等 収 益 23 21 税 金 109 85 

受 入 為 替 手 数 料 ̶ ̶ そ の 他 経 常 費 用 261 132

そ の 他 の 役 務 収 益 23 21 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 255 ̶

そ の 他 業 務 収 益 10,027 12,008 貸 出 金 償 却 ̶ ̶

外国為替売買益 ̶ ̶ 株 式 等 売 却 損 ̶ ̶

商品有価証券売買益 ̶ ̶ 株 式 等 償 却 ̶ ̶

国債等債券売却益 10,027 11,991 金 銭 の 信 託 運 用 損 ̶ ̶

国債等債券償還益 ̶ 16 そ の 他 資 産 償 却 ̶ ̶

金融派生商品収益 ̶ ̶ そ の 他 の 経 常 費 用 6 132 

その他の業務収益 ̶ ̶ 経 常 利 益 26,595 30,240

そ の 他 経 常 収 益 ̶ 302 特 別 利 益 ̶ ̶

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ̶ 302 固 定 資 産 処 分 益 ̶ ̶

償 却 債 権 取 立 益 ̶ ̶ 負ののれん発生益 ̶ ̶

株 式 等 売 却 益 ̶ ̶ 金融商品取引責任準備金取崩額 ̶ ̶

金 銭 の 信 託 運 用 益 ̶ ̶ その他の特別利益 ̶ ̶

そ の 他 の 経 常 収 益 ̶ ̶ 特 別 損 失 ̶ ̶

経 常 費 用 41,595 39,165 固 定 資 産 処 分 損 ̶ ̶

資 金 調 達 費 用 8,827 8,885 減 損 損 失 ̶ ̶

預 金 利 息 7,962 7,924 金融商品取引責任準備金繰入額 ̶ ̶

給 付 補 塡 備 金 繰 入 額 失損別特の他のそ069468 ̶ ̶

譲 渡 性 預 金 利 息 ̶ ̶ 税 引 前 当 期 純 利 益 26,595 30,240

借 用 金 利 息 ̶ ̶ 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 84 8,351

売 渡 手 形 利 息 ̶ ̶ 法 人 税 等 調 整 額 626 354

コ ー ル マ ネ ー 利 息 ̶ ̶ 法 人 税 等 合 計 711 8,705

売 現 先 利 息 ̶ ̶ 当 期 純 利 益 25,883 21,535

債券貸借取引支払利息 ̶ ̶ 繰 越 金 （ 当 期 首 残 高 ） 10,995 10,678

コマーシャル・ペーパー利息 ̶ ̶ 特 別 積 立 金 取 崩 額 － －

当 期 未 処 分 剰 余 金 36,879 32,214

金利スワップ支払利息 ̶ ̶

そ の 他 の 支 払 利 息 ̶ ̶

役 務 取 引 等 費 用 2,236 2,294 

支 払 為 替 手 数 料 270 275 

そ の 他 の 役 務 費 用 1,966 2,018
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◆預金種目別残高(期末残高)

（単位：千円、%）

種種 目 平成26年9月期 平成27年9月期

金 額 構成比 金 額 構成比

流動性預金 204,913 2.2 198,878 2.2

定期性預金 8,903,113 97.8 8,995,666 97.8

譲渡性預金 - - - -

その他の預金 - - - -

合 計 9,108,026 100.0 9,194,544 100.0

◆預金種目別残高(平均残高)

（単位：千円、%）

種 目 平成26年9月期 平成27年9月期

金 額 構成比 金 額 構成比

流動性預金 229,179 2.6 205,816 2.3

定期性預金 8,708,453 97.4 8,903,734 97.7

譲渡性預金 - - - -

その他の預金 - - - -

合 計 8,937,633 100.0 9,109,550 100.0

◆定期預金種類別残高

（単位：千円）

区 分 平成26年9月期 平成27年9月期

固定金利定期預金 8,061,877 8,500,971 

変動金利定期預金 - - 

そ の 他 の 預 金 - - 

合 計 8,061,877 8,500,971

◆預金者別預金残高

（単位：千円、%）

区 分 平成26年9月期 平成27年9月期

金 額 構成比 金 額 構成比

個 人 6,642,774 72.9 6,929,845 75.4

法 人 2,449,083 26.9 2,247,535 24.4

 一 般 法 人 2,449,051 26.9 2,247,493 24.4

金 融 機 関 32 0.0 42 0.0

公 金 - - -

任 意 団 体 16,168 0.2 17,163 0.2

合 計 9,108,026 100.0 9,194,544 100.0

◆貸出金科目別残高(期末残高)

（単位：千円、%）

科 目 平成26年9月期 平成27年9月期

金 額 構成比 金 額 構成比

割 引 手 形 - - - -

手 形 貸 付 28,000 0.99 18,000 0.6

証 書 貸 付 2,776,501 99.01 3,017,901 99.4

当 座 貸 越 - - - -

合 計 2,804,501 100.0 3,035,901 100.0

◆貸出金科目別残高(平均残高)

（単位：千円、%）

科 目 平成26年9月期 平成27年9月期

金 額 構成比 金 額 構成比

割 引 手 形 - - - -

手 形 貸 付 30,169 1.0 27,842 0.9

証 書 貸 付 2,740,295 99.0 3,089,583 99.1

当 座 貸 越 - - - -

合 計 2,770,465 100.0 3,117,425 100.0

◆貸出金金利区分別残高

（単位：千円）

区 分 平成26年9月期 平成27年9月期

固 定 金 利 貸 出 922,251 811,351

変 動 金 利 貸 出 1,882,250 2,224,550

合 計 2,804,501 3,035,901

◆貸出金使途別残高

（単位：千円、%）

科 目 平成26年9月期 平成27年9月期

金 額 構成比 金 額 構成比

運 転 資 金 1,084,037 38.6 877,367 28.9

設 備 資 金 1,720,464 61.4 2,158,534 71.1

合 計 2,804,501 100.0 3,035,901 100.0

■預金・貸出金の状況 
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◆貸出金業種別残高・構成比

   （単位：千円、%） 

業業 種 別 平成26年9月期 平成27年9月期

金 額 構成比 金 額 構成比

製 造 業 - - - -

農 業 ・ 林 業 - - - -

漁 業 - - - -

鉱業、採石業、砂利採取業 - - - -

建 設 業 - - - -

電気・ガス・熱供給・水道業 - - - -

情 報 通 信 業 - - - -

運輸業・郵便業 - - - -

卸売業・小売業 - - - -

金 融 ・ 保 険 業 - - - -

不 動 産 業 - - - -

物 品 賃 貸 業 - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 - - - -

宿 泊 業 - - - -

飲 食 業 - - - -

生活関連サービス業・娯楽業 - - - -

教育、学習支援業 - - - -

医 療 、 福 祉 1,324,452 47.2 1,441,631 47.5

その他のサービス - - - -

そ の 他 の 産 業 40,000 1.4 28,000 0.9

小 計 1,364,452 48.6 1,469,631 48.4

地 方 公 共 団 体 - - - -

雇用・能力開発機構等 - - - -

個人（住宅・消費・納税資金等） 1,440,048 51.3 1,566,269 51.6

合 計 2,804,501 100.0 3,035,901 100.0

◆消費者ローン・住宅ローン残高 

                     （単位：千円、%）

科 目 平成26年9月期 平成27年9月期

金 額 構成比 金 額 構成比

消費者ローン 148,920 14.1 163,078 14.1

住宅ローン 907,435 85.9 992,055 85.9

合 計 1,056,355 100.0 1,155,133 100.0

◆貸倒引当金の内訳 

                         （単位：千円）

区 分 平成26年9月期 平成27年9月期

一 般 貸 倒 引 当 金 個 別 貸 倒 引 当 金 合 計 一 般 貸 倒 引 当 金 個 別 貸 倒 引 当 金 合 計

期首残高 8,996 - 8,996 10,408 - 10,408

当期増加額 9,251 - 9,251 10,106 - 10,106

当期減少額 8,996 - 8,996 10,408 - 10,408

うち目的使用 - - - - - -

うちその他 8,996 - 8,996 10,408 - 10,408

期 末 残 高 9,251 - 9,251 10,106 - 10,106

◆貸出金償却額 

                       （単位：千円）

項 目 平成26年9月期 平成27年9月期

貸 出 金 償 却 額 - - 

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。 

◆有価証券種類別残高(期末残高)

（単位：千円、%）

種 類 平成26年9月期 平成27年9月期

金 額 構成比 金 額 構成比

国 債 763,410 13.8 684,080 12.7

地 方 債 1,349,031 24.3 1,446,320 26.9

短 期 社 債 - - - -

社 債 3,036,362 54.7 3,245,383 60.4

株 式 2,135 0.0 1,971 0.0

外 国 証 券 400,000 7.2 - -

その他の証券 - - - -

合 計 5,550,939 100.0 5,377,755 100.0

（注）当組合では、商品有価証券を保有しておりません。 

◆有価証券種類別残高(平均残高)

（単位：千円、%）

種 類 平成26年9月期 平成27年9月期

金 額 構成比 金 額 構成比

国 債 690,334 13.3 665,344 12.7

地 方 債 1,401,310 27.0 1,513,534 29.0

短 期 社 債 - - - -

社 債 2,695,414 52.0 3,047,203 58.3

株 式 954 0.0 953 0.0

外 国 証 券 400,000 7.7 - -

その他の証券 - - - -

合 計 5,188,014 100.0 5,227,036 100.0

■有価証券等の状況 
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◆有価証券等の時価情報

（（１）売買目的有価証券

（２）満期保有目的の債券

（注１）時価は、決算日における市場価格等に基づいております。 

（注２）「社債」には、政府保証債、公社公団債、金融債、事業債が含まれております。 

（注３）上記の「その他」は、外国証券であります。 

（注４）時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は、本表には含めておりません。 

（３）子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの

）円万百：位単（

区 分
平成26年9月期 平成27年9月期

貸 借 対 照 表 計 上 額 当 事 業 年 度 の 損 益 に 含 ま れ た 評 価 差 額 貸 借 対 照 表 計 上 額 当 事 業 年 度 の 損 益 に 含 ま れ た 評 価 差 額

売買目的有価証券 - - - - 

（単位：百万円）

区 分 種 類

平成26年9月期 平成27年9月期

貸借対照表

計 上 額
時 価 差 額

貸借対照表

計 上 額
時 価 差 額

時価が貸借対照表 

計上額を超えるもの 

国 債 - - - - - -

地 方 債 - - - - - -

短 期 社 債 - - - - - -

そ の 他 200 202 2 - - 2

小 計 200 202 2 - - -

時価が貸借対照表 

計上額を超えないもの

国 債 - - - - - -

地 方 債 - - - - - -

短 期 社 債 - - - - - -

そ の 他 200 190 △9 - - -

小 計 200 190 △9 - - -

合 計 400 392 △7 - - -

該当事項ありません 
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（（４）その他有価証券

（注１）貸借対照表計上額は、決算日における市場価格等に基づいております。 

（注２）「社債」には、政府保証債、公社公団債、金融債、事業債が含まれております。 

（注３）上記の「その他」は、外国証券であります。 

（注４）時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は、本表には含めておりません。 

（５）時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券

（６）金銭の信託

（７）デリバティブ取引

（単位：百万円）

区 分 種 類

平平成成2266年年99月月期期 平平成成2277年年99月月期期

貸借対照表

計 上 額

取 得 原 価

（償 却原価）
差 額

貸借対照表

計 上 額

取 得 原 価

（償 却原価）
差 額

時 価 が 貸 借 対 照 表 

計上額を超えるもの 

株 式 1 0 1 1 0 1

債 券 5,148 4,897 251 4,879 4,595 284

国 債 763 690 73 684 592 91

地 方 債 1,349 1,305 44 1,248 1,201 47

短 期 社 債 － － － － － －

社 債 3,036 2,901 134 2,947 2,801 145

そ の 他 - - - - - -

小 計 5,150 4,897 252 4,881 4,596 285

時 価 が 貸 借 対 照 表 

計上額を超えないもの

株 式 - - - - - -

債 券 - - - 495 500 △4

国 債 - - - - - -

地 方 債 - - - 197 200 △2

短 期 社 債 - - - - - -

社 債 - - - 297 300 △2

そ の 他 - - - - - -

小 計 - - - 495 500 △4

合 計 5,150 4,897 252 5,377 5,096 281

（単位：百万円）

区 分
平平成成2266年年99月月期期 平平成成2277年年99月月期期

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

--券債の的目有保期満

--券証国外場上非

--式株等人法連関び及式株等人法子・社会子

--式株等人法子・社会子

--式株等人法連関

00券証価有の他のそ

00式株場上非

--券証国外場上非

合 計 0 0

該当事項ありません 

該当事項ありません 
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（注１）｢破産更生債権及びこれらに準ずる債権｣とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っ

ている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。 

（注２）｢危険債権｣とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及

び利息の受取りができない可能性の高い債権です。 

（注３）｢要管理債権｣とは、｢３か月以上延滞債権｣及び｢貸出条件緩和債権｣に該当する貸出債権です。 

（注４）｢正常債権｣とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権で、｢破産更生債権及びこれらに準ずる債権｣、｢危険債権｣、

｢要管理債権｣以外の債権です。 

（注５）｢担保・保証等（Ｂ）｣は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額で

す。 

（注６）｢貸倒引当金（Ｃ）｣は、｢正常債権｣に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。 

（注７）金額は、決算後（償却後）の計数です。

（注１）｢破綻先債権｣とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の

見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下｢未収利息不計上貸出金」という｡）

のうち､①会社更生法又は、金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の規定による更生手続開始の申立てがあった債務者､②民事

再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった債務者､③破産法の規定による破産手続開始の申立てがあった債務者､④会社法

の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者、⑤手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、等に対する貸出金です。 

（注２）「延滞債権」とは、上記１及び債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目的として利息の支払い

（単位：百万円、％）

区区 分
債 権 額 担保・保証等 貸倒引当金 保 全 額 保 全 率 貸倒引当金引当率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）＝（Ｂ）＋（Ｃ） （Ｄ）/（Ａ） （Ｃ）/（Ａ－Ｂ）

破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 

平成26年9月期 - - - - - - 

平成27年9月期 - - - - - - 

危 険 債 権 
平成26年9月期 - - - - - - 

平成27年9月期 - - - - - - 

要 管 理 債 権 
平成26年9月期 - - - - - - 

平成27年9月期 24 - 0 0 0.33 0.33 

不 良 債 権 計
平成26年9月期 - - - - - -

平成27年9月期 24 - 0 0 0.33 0.33

正 常 債 権 
平成26年9月期 2,804 

平成27年9月期 3,011 不良債権比率

合 計
平成26年9月期 2,804 平成26年9月期 0.00

平成27年9月期 3,035 平成27年9月期 0.79

（単位：百万円）

区 分
残 高 担保・保証額 貸倒引当金 保 全 率 (%)

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ＋Ｃ）/（Ａ）

破綻先債権 
----期月9年62成平

----期月9年72成平

延 滞 債 権 
----期月9年62成平

----期月9年72成平

３か月以上 

延 滞 債 権 

----期月9年62成平

----期月9年72成平

貸 出 条 件 

緩 和 債 権 

----期月9年62成平

33.00-42期月9年72成平

合 計
平成26年9月期 - - - -

平成27年9月期 24 - 0 0.33

■金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額 

■リスク管理債権及び同債権に対する保全額 
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を猶予したもの以外の未収利息不計上貸出金です。 

（注３）｢３か月以上延滞債権｣とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３か月以上延滞している貸出金（上記１及び２を除く）

です。 

（注４）｢貸出条件緩和債権｣とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放

棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（上記１～３を除く）です。 

（注５）｢担保・保証額(B)｣とは、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額です。 

（注６）｢貸倒引当金(C) ｣は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引き当てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出

金等に対する貸倒引当金は含まれておりません。 

（注７）「保全率(B+C)/(A)」は、リスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証・貸倒引当金を設定している割合です。 

（注８）これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除

する前の金額であり、全てが損失となるものではありません。 
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（単位：千円） 

項項 目 平成26年9月期 平成27年9月期経過措置に

よる不算入額

経過措置に

よる不算入額

）1（目項礎基る係に本資アコ

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定の額 438,278334,938

 う ち 、 出 資 金 及 び 剰 余 金 の 額 008,58026,38

430,787318,557額の金余剰益利、ちう

--）△（額定予出流部外、ちう

--額ののもるす当該に外以記上、ちう

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 601,01152,9

 うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 601,01152,9

--額入算本資アコ金当引格適、ちう

適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置 

によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 - - 

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて

発行された資本調達手段の額のうち、経過措置によりコア

資本に係る基礎項目の額に含まれる額 

- - 

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額

の四十五パーセントに相当する額のうち、経過措置によりコア

資本に係る基礎項目の額に含まれる額 

- - 

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 （ イ ） 848,684 882,941 

）２（目項整調る係に本資アコ

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツ

に 係 る も の を 除 く 。 ） の 額 の 合 計 額 

134 - 134 - 

----額ののもる係にんれの、ちう

うち、のれん及びモーゲージ・サービ 

シ ン グ ・ ラ イ ツ に 係 る も の 以 外 の 額 

134 - 134 - 

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 ----

----額足不金当引格適

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ----

負債の時価評価により生じた時価評価 

差額であって自己資本に算入される額 

- - - - 

----額の用費金年払前

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 ----

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ----

----額の等資出通普象対の等関機融金資出数少

----額の等資出通普象対の会合連合組同協用信

--額過超準基％01る係に目項定特

 うち、その他金融機関等の対象普通出資 

等に該当するものに関連するものの額 

- - - - 

うち、モーゲージ・サービシング・ライツ 

に係る無形固定資産に関連するものの額 

- - - - 

うち、繰延税金資産（一時差異に係る 

も の に 限 る 。 ） に 関 連 す る も の の 額 

- - - - 

----額過超準基％51る係に目項定特

 うち、その他金融機関等の対象普通出資 

等に該当するものに関連するものの額 

- - - - 

うち、モーゲージ・サービシング・ライツ 

に係る無形固定資産に関連するものの額 

- - - - 

うち、繰延税金資産（一時差異に係る 

も の に 限 る 。 ） に 関 連 す る も の の 額 

- - - - 

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額 （ ロ ） 134 134 

本資己自

自己資本の額（（イ）－（ロ））  （ハ） 848,550 882,806 

■自己資本比率 
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（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第６条第１項において準用する銀行法第14条の２の

規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかど

うかを判断するための基準（平成18年金融庁告示22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を

採用しております。 

（単位：千円）

項項 目 平成26年9月期 経過措置に

よる不算入額

平成27年9月期 経過措置に

よる不算入額

）3（等トッセア・クスリ

532,552,4388,068,3額計合の額のトッセア・クスリ用信

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 --

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ･

サービシング･ライツに係るものを除く。）

--

--産資金税延繰、ちう

--用費金年払前、ちう

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー --

--額ののもるす当該に外以記上、ちう

オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 

の 合 計 額 を 8 ％ で 除 し て 得 た 額 

871,571110,071

--額整調トッセア・クスリ用信

--額整調額当相クスリ・ルナョシーレペオ

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 4,030,895 4,430,413 

率比本資己自

自 己 資 本 比 率 （ （ ハ ） ／ （ ニ ） ） 21.05% 19.92%
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◆苦情等お問い合わせ窓口

当組合では、お客様により一層ご満足いただけるよう、お取引に係る苦情等を受付けておりますので、

お気軽にお申し出ください。

 苦情等のお申し出は当組合のほか、しんくみ相談所をはじめとする他の機関でも受付けています。 

（詳しくは、当組合にご相談ください。）

◆反社会的勢力に対する取組み

当組合は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮

断するため、以下のとおり基本方針を定め、これを遵守します。 

１１．組織としての対応

 当組合は、反社会的勢力による不当要求に対し、対応する役職員の安全を確保しつつ組織として対応

し、迅速な問題解決に努めます。 

２．外部専門機関、関係機関との連携

 当組合は、反社会的勢力による不当要求に備え、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護士

などの外部専門機関、および業域金融機関として県医師会、各郡市地区医師会と緊密な連携関係を構築

します。 

３．取引を含めた関係の遮断

 当組合は、地域信用組合としての社会的責任を強く認識し、コンプライアンスを徹底するために組織

として反社会的勢力との取引を含めた関係を遮断し、不当な要求に対しては、断固として拒絶します。 

４．有事における民事と刑事の法的対応

 当組合は、反社会的勢力による不当な要求に対しては、民事および刑事の両面から法的対抗措置を講

じるなど、断固たる態度で臨みます。 

５．資金提供、不適切・異例取引および便宜供与の禁止

 当組合は、いかなる理由があろうと、反社会的勢力に対して事案を隠ぺいするための資金提供、また

は不適切かつ異例な取引および便宜の供与等は決して行いません。 

■その他 

＜当組合へのお申出先＞

山形県医師信用組合

    住  所：990-2473  山形県山形市松栄１丁目６番73号 

電話番号：0 2 3 - 6 6 6 - 5 7 0 0  

受 付 日：月曜から金曜（祝日及び当組合の休業日を除く） 

受付時間：午前９:００～午後５：００ 

しんくみ相談所（一般社団法人 全国信用組合中央協会）

   住  所：104-0031 東京都中央区京橋1-9-1 

電話番号：0 3 - 3 5 6 7 - 2 4 5 6  

受 付 日：月曜から金曜（祝日及び協会の休業日を除く） 

受付時間：午前９：００～午後５：００ 
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◆金融円滑化への取組み

平成21年12月４日に施行されました､｢中小企業等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する

法律｣(金融円滑化法）は平成２５年３月で終了いたしましたが、当組合は、この法律の終了後も、当組合

で定めた「金融円滑化管理方針」に則り、従来と同様の対応を継続してお客様の経営支援に努めておりま

す。

●●貸付条件の変更等の実施状況

貸付条件の変更等の実施状況（四半期毎）につきましては、当組合のホームページに掲載していますの

でご参照ください。（http://www.yama-ishishinkumi.co.jp/）

◆経営者保証に関するガイドラインへの取組み

当組合は、平成25年12月5日に経営者保証に関するガイドライン研究会（全国銀行協会および日本商工会

議所が事務局）が公表した「経営者保証に関するガイドライン」を踏まえ、本ガイドラインを自発的に尊

重し、遵守するための態勢整備の一環として「経営者保証に対する対応基本方針」を定めております。 

当組合は、今後、お客さまと保証契約を締結する場合、また、保証人のお客さまが本ガイドラインに則し

た保証債務の整理を申し立てられた場合は、本ガイドラインに基づき誠実に対応し、お客様との継続的か

つ良好な信頼関係の構築・強化に努めてまいります。 

◆地域貢献

●地域に貢献する経営姿勢

 医業界における業域信用組合である当組合は、組合員に対する金融サービスを通して、医療施設や医

療設備の整備・拡充など、地域医療の発展に寄与し、地域の方々が安心して暮らせる環境づくりに貢献

してまいります。 

●融資を通じた地域貢献

  当組合は、医療施設の新規開設や医療施設の増改築、或いは医療機器をはじめとする医療設備の整備・

拡充など、地域医療の発展に向けた取組みを支援するため、融資業務を積極的に推進してまいります。

組合員の皆様の多様なニーズにお応えできるよう、各種の預金商品ならびにご融資の商品を取り揃えてお

ります。 

 なお、金利、条件等が変動する場合がありますので、最新の商品のご案内については当組合のホームペ

ージをご参照ください。（http://www.yama-ishishinkumi.co.jp/）

■預金商品ならびに融資商品について 
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員

②
山

形
県

医
師

会
Ａ

会
員

か
つ

当
組

合
の

組
合

員
が

代
表

を
務

め
る

医
療

法
人

原
則

　
1

名

※
た

だ
し

、
当

組
合

の
既

往
貸

出
金

と
合

わ
せ

て
3

,0
0

0
万

円
を

超
え

る
場

合
に

は
、

担
保

が
必

要
と

な
る

場
合

あ
り

1
.5

5
%

1
億

円
3

0
年

以
内

ご
相

談
に

応
じ

対
応

可

医
療

機
器

及
び

医
療

シ
ス

テ
ム

購
入

資
金

、
他

金
融

機
関

か
ら

の
同

一
使

途
で

の
借

換
資

金
等

固
定

金
利

 0
.9

5
%

3
,0

0
0

万
円

5
年

以
内

ご
相

談
に

応
じ

対
応

可
不

要
山

形
県

医
師

会
会

員
か

つ
当

組
合

の
組

合
員

で
、

預
金

取
引

の
あ

る
方

自
宅

の
購

入
、

新
築

・
増

改
築

、
リ

フ
ォ

ー
ム

、
自

宅
用

地
の

購
入

、
他

金
融

機
関

の
住

宅
ロ

ー
ン

の
借

換
資

金
等

原
則

　
1

名
融

資
対

象
の

土
地

・
建

物

医
療

機
器

・
医

療
シ

ス
テ

ム
購

入
ロ

ー
ン

3
,0

0
0

万
円

1
0

年
以

内
ご

相
談

に
応

じ
対

応
可

不
要

山
形

県
医

師
会

Ａ
会

員
か

つ
当

組
合

の
組

合
員

不
要

不
要

マ
イ

カ
ー

ロ
ー

ン
原

則
　

1
名

不
要

一
般

融
資

1
億

円
1

0
年

以
内

ご
相

談
に

応
じ

対
応

可
不

要
山

形
県

医
師

会
会

員
か

つ
当

組
合

の
組

合
員

1 2 3 4 5 6

・
不

動
産

登
記

事
項

証
明

　
書

、
固

定
資

産
税

評
価

　
証

明
書

等

・
見

積
書

、
契

約
書

、
　

設
計

図
、

計
画

書
 等

・
確

定
申

告
書

、
　

ま
た

は
源

泉
徴

収
票

山
形

県
医

師
会

会
員

か
つ

当
組

合
の

組
合

員

診
療

所
の

開
業

な
ら

び
に

開
業

資
金

の
借

換
・

継
承

に
係

る
あ

ら
ゆ

る
資

金

原
則

　
1

名
原

則
  

3
,0

0
0

万
円

超
は

不
動

産
担

保
要

医
療

機
器

設
備

資
金

、
納

税
資

金
、

長
短

運
転

資
金

 等
原

則
　

1
名

原
則

  
3

,0
0

0
万

円
超

は
不

動
産

担
保

要

1
0

　
当

組
合

理
事

会
決

議
　

に
よ

る

　
当

組
合

理
事

会
　

決
議

に
よ

る
不

要
ご

相
談

に
応

じ
対

応
可

・
他

行
借

入
金

返
済

　
予

定
表

 等

7 8 9

ご
相

談
に

応
じ

対
応

可

ご
相

談
に

応
じ

対
応

可

原
則

不
要

原
則

　
不

要

不
動

産
購

入
、

事
務

所
新

築
、

増
改

築
、

シ
ス

テ
ム

設
備

更
改

等
設

備
資

金
、

補
助

金
等

つ
な

ぎ
資

金

県
内

各
郡

市
地

区
医

師
会

及
び

法
人

格
の

あ
る

医
師

会
関

連
団

体
郡

市
地

区
医

師
会

等
融

資

1
億

円
開

業
・

継
承

ロ
ー

ン
2

5
年

以
内

ご
相

談
に

応
じ

対
応

可

山
形

県
医

師
信

用
組

合
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